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１．はじめに

　わが国の成長戦略の重要施策としてコーポレー

トガバナンス（以下、CG）改革が取り上げられ

て以降、日本企業の変化を示すエビデンス（証拠）

が見られるようになった。例えば、上場企業の総

還元額（現金配当額＋自己株式取得額）は15年

度末時点で７年連続増加して17.1兆円となると

ともに、13年度以降３年連続して過去最高を更

新した。これは、日本企業が資本の効率的な利用

をより強く意識するようになったことを示すもの

と考えられる。

　2015年６月のコーポレートガバナンス・コード適用開始から１年が経過し、上場企業の約８割が「コーポレ
ートガバナンス報告書」でコード対応の開示を行った。しかし、表面的、同質的な内容に終始するものも少なく
なく、投資家と企業との「目的を持った対話」に使うには十分とは言い難い。「目的を持った対話」の深化がガ
バナンス改革を一段と推し進めるためには、取締役会のあり方や選解任プロセス、株式持ち合いなど投資家の関
心が高い項目を中心に、各社の状況や課題に応じたより独自性の高い開示や説明が求められる。
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